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１ 時間外労働の上限規制
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（１）タクシー運転者にかかる基礎統計

自動車運送事業等の就業構造

国道交通省ＨＰ 令和５年版国土交通白書 第Ⅱ部関連データ集より引用
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（１）タクシー運転者にかかる基礎統計

過労死等の労災補償状況について（令和７年度）

①業務災害に係る脳・心臓疾患の業種別請求、決定及び支給決定件数

厚生労働省公表資料「令和７年度過労死等の労災補償状況」より引用
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（１）タクシー運転者にかかる基礎統計

過労死等の労災補償状況について（令和７年度）

②業務災害に係る脳・心臓疾患の支給決定件数の多い業種（上位10業種）

厚生労働省公表資料「令和７年度過労死等の労災補償状況」より引用

※請求件数

３９（２）

<１２（０）>

（ ）内 女性

< >内 死亡
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（２）脳・心臓疾患の労災認定基準

脳・心臓疾患の労災認定基準においては、「発症前１か月に概ね100時間または発症前２か月間

～６か月間に、1か月あたり80時間を超える時間外労働が認められる場合」、業務と発症との関連性

が強いと評価される。
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【参考】働き方改革関連法の国会附帯決議事項

第６回労働政策審議会労働条件分科会 自動車運転者労働時間等専門委員会ハイヤー・タク

シー作業部会 資料より抜粋



（３）労働時間法制の概要
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◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者

の代表で36協定を締結し、労基署に届け出ることが必要

◆   36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外

⇒ 36協定に定めることができる時間外労働の時間数のルールは？



（４）自動車運転者の時間外労働の上限規制

Ｒ６年３月31日まで

Ｒ６年４月１日以降
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※大臣告示（限度基準告示）の適用なし上限なし

※ 改正された「改善基準告示」も令和６年４月から適用されている。

法律による上限

特別条項 (例外）

✓ 月45時間

✓ 年360時間

１年間（ 1 2 か月）

法定労働時間

✓１週40時間

✓１日８時間

時
間
外
労
働

年960時間

法律による上限

限度時間（原則）

（参考）一般の業種の時間外労働の上限規制

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
✓年720時間
✓複数月平均80時間＊
✓月100時間未満＊

（原則）
法律による上限

✓月45時間
✓年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間

限度時間

特別条項

＊休日労働を含む

自動車運転者の時間外労働の上限規制



【参考】労働時間とは①

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 業務の準備・後始末の時間、研修・教育
訓練を受ける時間や、待機の時間も、使
用者の明示または黙示の指示がある場合
には、労働時間に該当する

労働時間とは
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◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握



【参考】労働時間とは②
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【参考】労働時間とは③
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２ タクシー運転者にかかる改善基準告示



（１）「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）

「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）は、自動車運転者について、労働時間等の労働条件の向

上を図るため、その業務の特性を踏まえ、すべての産業に適用される労働基準法では規制が難しい拘束時間（始業から終業まで

の時間（休憩時間を含む))、休息期間（勤務と勤務の間の自由な時間）、運転時間等の基準を定めたもの。

・長時間労働、交通事故の増加
・路面運送における労働時間及び休息期間に関するＩＬＯ条約採択

拘束時間、休息期間等の基準を定めた局長通達の策定（昭和54年）

中央労働基準審議会での関係労使の議論

通達を大臣告示とすることで労使が合意し、
「改善基準告示」を策定（平成元年）

労働時間等の改善を定めた局長通達の策定（昭和42年）

制定の経緯

【参考】拘束時間と休息期間

▸ 拘束時間とは、労働時間、休憩時間その他の使用者に

   拘束されている時間をいう。

▸ 休息期間とは、使用者の拘束を受けない期間をいう。 労働時間

休憩時間

24:00

08:00 21:00

00:00

拘束時間

作業時間（運転・整備等）

拘束時間休息期間 休息期間
手待ち時間（荷待ち等）

※告示制定以降、法定労働時間が段階的に短縮し、週40時間制へ移行す

るに伴い、見直しが行われた。平成９年に改正されてからは、令和４

年に至るまで、内容を伴う改正は行われていなかった。
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（２）タクシー・ハイヤー運転者に適用される「改善基準告示」の改正の概要

旧告示 改正後（令和６年４月１日～）

日

勤

１か月の
拘束時間

２９９時間以内 ２８８時間以内

１日の
拘束時間

原則 １３時間以内
（上限１６時間）

原則 １３時間以内
（上限１５時間、１４時間超は週３回までが目安）

１日の
休息期間

継続８時間以上 継続１１時間以上与えるよう努めることを基本とし、
９時間を下回らない

隔

勤

１か月の
拘束時間

２６２時間以内

地域的その他特別な事情がある場合、
労使協定により、２７０時間まで延長可（年６か月まで）

現行どおり

２暦日の
拘束時間

２１時間以内 ２２時間以内、かつ、
２回の隔日勤務を平均し１回当たり２１時間以内

２暦日の
休息期間

継続２０時間以上 継続２４時間以上与えるよう努めることを基本とし、
２２時間を下回らない

16



（２）タクシー・ハイヤー運転者に適用される「改善基準告示」の改正の概要

旧告示 改正後（令和６年４月１日～）

車庫待ち
等の
自動車運
転者

日

勤

‣ １か月の拘束時間 ２９９時間以内
（労使協定により、３２２時間まで延長可）

‣ １日の拘束時間
以下の要件を満たす場合、２４時間まで延長可
・勤務終了後、継続２０時間以上の休息期間を与える
・１日１６時間超が１か月に７回以内
・夜間４時間以上の仮眠時間を与える
（１８時間超の場合）

‣ １か月の拘束時間 ２８８時間以内
（労使協定により、３００時間まで延長可）

‣ １日の拘束時間
現行どおり

隔

勤

‣ １か月の拘束時間 ２６２時間以内
（労使協定により、２７０時間まで延長可）
（さらに、※の要件を満たす場合、２０時間を加えた時間
まで延長可）

‣ ２暦日の拘束時間
※の要件を満たす場合、２４時間まで延長可

※・２暦日２１時間超の回数が１か月について７回以内

・夜間４時間以上の仮眠時間を与える

‣ １か月の拘束時間 ２６２時間以内
（労使協定により、２７０時間まで延長可）
（さらに、※の要件を満たす場合、１０時間を加えた時間
まで延長可）

‣ ２暦日の拘束時間
※の要件を満たす場合、２４時間まで延長可

※・２暦日２２時間超及び２回の隔日勤務の平均が２１時間超の
回数が１か月について７回以内

・夜間４時間以上の仮眠時間を与える
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（車庫待ち等の要件）
・ 事業場が人口３０万人以上の都市に所在していないこと（※）

・ 勤務時間のほとんどについて「流し営業」を行っていないこと
・ 夜間に４時間以上の仮眠時間が確保される実態であること
・ 原則として、事業場内における休憩が確保される実態であること

※ 今回の改正に伴い、「人口30万人程度以上」を「人口30万人以上」に改める等の見直しを行っている。
※ 新告示の適用の際、現に車庫待ち等の自動車運転者として取り扱われている者の属する事業場については、当該事業場が人口３０万人以上の都市に所在している場合であっても、

当分の間、当該事業場の自動車運転者を車庫待ち等の自動車運転者に該当するものとして取り扱う。



（２）タクシー・ハイヤー運転者に適用される「改善基準告示」の改正の概要

旧告示 改正後（令和６年４月１日～）

予期し得ない
事象

予期し得ない事象への対応時間を、１日と２暦日の拘束時間から
除くことができる（※１，２）

勤務終了後、１日勤務：継続１１時間以上、２暦日勤務：継続
２４時間以上の休息期間を与える

※１
予期し得ない事象とは、次の事象をいう。
・運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと
・運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと
・運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が
渋滞したこと

・異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となった
こと

※２
運転日報上の記録に加え、客観的な記録（公的機関のＨＰ情報等）が必要。

ハイヤー

・労使当事者は、３６協定の締結に当たり、以下の事項を遵
守すること
→ 時間外労働時間は、１か月５０時間、３か月１４０時

間、１年４５０時間の目安時間まで
→ 特別の事情で目安時間を超えて労働させる場合には、

所定の手続を経て、目安時間を超える一定の時間まで
延長することができる旨を定めることが必要

・疲労回復を図るために継続４時間以上の睡眠時間を確保で
きるよう、少なくとも６時間程度は次の勤務に就かせない
ようにすること

・労使当事者は、３６協定の締結に当たり、以下の事項を遵守す
ること
→ 時間外労働時間は、１か月４５時間、１年３６０時間まで
→ 臨時的特別な事情で限度時間を超えて労働させる場合にも、

１年９６０時間まで
・３６協定において、時間外・休日労働時間数をできる限り短く
するよう努めること

・疲労回復を図るために必要な睡眠時間を確保できるよう、勤務
終了後に一定の休息期間を与えること
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（２）タクシー・ハイヤー運転者に適用される「改善基準告示」の改正の概要
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改善基準告示については、
パンフレットやQ＆Aもご参照ください。

タクシー・ハイヤー運転者の改善基準のポイント（パンフレット）

改善基準告示に関するQ＆A



【参考】36協定記載例（様式第９号の３の４）（タクシー）
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【参考】36協定記載例（様式第９号の３の５）（タクシー）
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【参考】36協定記載例（協定書）（タクシー）

22

協定書には赤枠部分を参考に改善基準告示との関係を定めるようにして、改善基準告示を遵守してください。



【参考】拘束時間の延長に関する協定書記載例（タクシー）
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●隔日勤務のタクシー運転者の拘束時間は、原則として、
１か月：262時間以内
であるが、本労使協定を締結することで、
地域的事情その他特別の事情がある場合に、
１か月：270時間以内（年６か月まで）
まで延長可能。

●本労使協定は、所轄の労働基準監督署長への届出は
不要。



【参考】拘束時間の延長に関する協定書記載例（タクシー）
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●車庫待ち等の日勤勤務のタクシー運転者の拘束時間は、
原則として、
１か月：288時間以内
であるが、本労使協定を締結することで、
１か月：300時間以内
まで延長可能。

●本労使協定は、所轄の労働基準監督署長への届出は
不要。



【参考】拘束時間の延長に関する協定書記載例（タクシー）
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●車庫待ち等の隔日勤務のタクシー運転者の拘束時間は、
原則として、
１か月：262時間以内
であるが、本労使協定を締結することで、
１か月：270時間以内
まで延長可能。

●本労使協定は、所轄の労働基準監督署長への届出は
不要。

※車庫待ち等の隔日勤務のタクシー運転者の場合、
以下の要件を満たした場合、労使協定とは別に、
さらに10時間延長可能。

（要件）
・２暦日22時間超及び２回の隔日勤務の平均が21時間超
の回数が１か月について７回以内

・夜間４時間以上の仮眠時間を与える

注）隔日勤務のタクシー運転者の２暦日の拘束時間は、
22時間以内、かつ、２回の隔日勤務を平均し１回あたり21時間以内
とされているが、車庫待ち等の隔日勤務のタクシー運転者の場合、
上記の要件を満たすと、２暦日の拘束時間は、24時間まで延長可能。



３ 県最低賃金その他



（１）和歌山県最低賃金
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令和８年１０月３日から

時間額1,101円
（引き上げ額５６円）

※タクシー運転者には、地域別最低賃金が適用されます。

 賃金制度が「固定給＋歩合給（出来高制）」の場合も、いわゆる「オール歩合給制」の場合も、１時間あた

 りに換算した賃金額が、都道府県ごとに定められた最低賃金額を下回らないようにすることが必要です。



（１）和歌山県最低賃金
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※賃金が固定給＋歩合給制の場合

「固定給の時間あたりの賃金額」は

固定給の額をその月の所定労働時

間、「歩合給の時間あたりの賃金

額」は歩合給の額をその歩合給を

得るために働いた総労働時間（所

定＋時間外労働時間）で、それぞれ

割って得た額を合算したものが「時

間当たりの賃金額」となります。



（２）累進歩合制度の廃止にご協力をお願いします

⚫ 累進歩合制度については、自動車運転者の長時間労働やスピード違反を極端に誘発するおそれがあり、交通

事故の発生も懸念されることから、廃止する必要がある。

29

営業収入等の最も高い者又はごく一部の労働者しか達成し得ない高い営業収入等を達成

した者のみに支給する制度

営業収入等に応じて歩合給の額が非連続的に増減する制度

累進歩合制度とは

累進歩合給

営業収入等を数段階に区分し、その営業収入の区分の額に達するごとに一定額の加算を

行う制度※

トップ賞

奨励加給

以下のような賃金制度は廃止してください。

※ 営業収入等が一定の金額
に達するごとに、歩率が段
階的に変動し、その段階ご
とに計算した歩合給を合計
する制度（いわゆる積算歩
合給制）は禁止されていな
い。



(3)働き方改革推進支援助成金
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ご清聴ありがとうございました。
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労働基準局

広報キャラクター たしかめたん

「働き方改革」は、

「魅力ある職場づくり」の実現による

 生産性向上、人手不足解消のチャンス！

関 係 情 報 は こ ち ら の ウ ェ ブ サ イ ト で 発 信 し て い ま す 。

生 産 性 の 向 上 に 向 け て 、 働 き 方 改 革 推 進 支 援 セ ン タ ー

も 是 非 ご 利 用 く だ さ い ！

（厚生労働省ウェブサイト） （特設サイト「はたらきかたススメ」）

（働き方改革特設サイト）

（自動車運転者の長時間労働改善に向けたポータルサイト）
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